
▼
問
い
合
わ
せ
　
税
務
グ
ル
ー
プ
　
1
０
７
９
（
４
３
５
）
０
３
５
８ 

国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
を
改
正 

保
険
税
の
納
期
限 

保
険
税
の
2
割
軽
減
 

保
険
税
の
減
免
申
請 

口
座
振
替
の
ご
利
用
を 

所
得
の
申
告
は
お
済
み
で
す
か
 

保
険
税
を
滞
納
す
る
と 

改造箇所 
限度額 

特別型 
45万 
24万 
18万 
16万 
19万 
16万 

一般型 
40万 
30万 
20万 
10万 
10万 
10万 

補助率 
所得制限あり 
生活保護法による被保護世帯 
町民税非課税世帯 
所得税非課税世帯で 
町民税均等割のみの世帯 
所得税非課税世帯で 
町民税所得割課税世帯 

1／3 
3／3 
9／10

9／10 

2／3

所得税課税世帯、所得制限あり 1／2

一般型 

特別型 

表①　平成18年度国民健康保険税の税率 

①所得割 
②資産割 
③均等割 
④平等割 
課税限度額 

①所得割： 
 
 
②資産割： 
 
③均等割： 
 
④平等割： 
 
１年間の保険税額＝①＋②＋③＋④ 

被保険者の17年中の所得金額 
から33万円を控除し、8.30％ 
をかけた金額 
被保険者の18年度の固定資産 
税額に10.00％をかけた金額 
被保険者１人につき 
　　　　　　　　　29,520円 
１世帯につき 
　　　　　　　　　23,280円 
 
　　　　　　　（最高53万円） 

※介護納付金分は、40歳～64歳の被保険者の方のみ課税されます。 

7.90％ 
15.00％ 
28,680円 
22,800円 
530,000円 

17年度 
医療給付費分 

18年度 17年度 
介護納付金分 

18年度 
8.30％ 
10.00％ 
29,520円 
23,280円 
530,000円 

⑤所得割 
⑥資産割 
⑦均等割 
⑧平等割 
課税限度額 

1.62％ 
5.00％ 
7,560円 
4,320円 
80,000円 

2.40％ 
3.50％ 
9,840円 
5,400円 
90,000円 

表②　国民健康保険税２割軽減額（減額） 

グラフ①　医療費の伸び 

⑤所得割： 
 
⑥資産割： 
 
⑦均等割： 
 
⑧平等割： 
 
 
１年間の保険税額＝⑤＋⑥＋⑦＋⑧ 

医療給付費分と同様に計算し、 
2.40％をかけた金額 
医療給付費分と同様に計算し、 
3.50％をかけた金額 
被保険者１人につき 
　　　　　　　　　9,840円 
１世帯につき 
　　　　　　　　　5,400円 
 
 
　　　　　　　（最高9万円） 

医療給付費分 

5,910円 

4,660円 

介護納付金分 

1,970円 

 1,080円 

均等割　 
加入者1人につき 

平等割 
　１世帯につき 
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0

3000
（千円） 

（平成） 18年度 
見込 

17年度 
見込 

16年度 15年度 14年度 

2,158,879円 
2,242,367円 

2,360,519円 
2,449,538円 

2,712,410円 

2,158,879円 
2,242,367円 

2,360,519円 
2,449,538円 

2,712,410円 
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り
ま
す
。

▼
軽
減
（
減
額
）
額

国
民
健
康
保
険
税
の
均
等
割
、

平
等
割
が
２
割
軽
減
（
減
額
）
さ

れ
ま
す
。
軽
減
額
は
表
②
の
通
り
。

▼
申
請
期
限

７
月
31
日
(月)
ま
で
。

７
月
以
降
に
国
民
健
康
保
険
に
新

規
加
入
さ
れ
た
方
は
、
指
定
さ
れ

た
期
日
ま
で
に
申
請
し
て
く
だ
さ

い
。

失
業
、
退
職
な
ど
に
よ
り
所
得

が
激
減
す
る
な
ど
、
一
定
の
要
件

を
満
た
す
と
き
は
、
申
請
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
保
険
税
の
減
免
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
提
出
期

限
は
、
納
期
限
の
７
日
前
ま
で
と

な
っ
て
い
ま
す
。

す
べ
て
の
納
税
義
務
者
（
世
帯

主
）
と
国
民
健
康
保
険
の
加
入
者

は
、
た
と
え
収
入
が
無
く
て
も
前

年
中
の
所
得
の
状
況
を
申
告
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
確
定
申
告
や
住
民
税

の
申
告
を
し
た
方
、
納
税
義
務
者

や
加
入
者
の
税
法
上
の
扶
養
と
な

っ
て
い
る
方
、
給
与
や
年
金
の
支

払
報
告
書
が
提
出
さ
れ
て
い
る
方

は
不
要
で
す
。

所
得
の
申
告
が
な
け
れ
ば
軽
減

（
減
額
）
も
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
、

申
告
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
険
税
を
災
害
そ
の

他
の
特
別
な
事
情
が
な
い
の
に
滞

納
し
、
一
定
期
間
を
経
過
し
た
場

合
は
、
保
険
証
を
お
渡
し
で
き
な

く
な
り
、
資
格
証
明
書
で
受
診
し

て
い
た
だ
き
ま
す
。

資
格
証
明
書
で
受
診
さ
れ
た
場

合
の
医
療
費
は
、
い
っ
た
ん
全
額

自
己
負
担
と
な
り
、
そ
の
後
役
場

で
手
続
を
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

医
療
費
の
７
割
分
を
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

さ
ら
に
経
過
す
る
と
、
高
額
医

療
費
な
ど
の
保
険
給
付
が
差
し
止

め
ら
れ
ま
す
。

健
康
保
険
の
制
度
は
皆
さ
ん
で

支
え
合
っ
て
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。

保
険
税
は
必
ず
納
期
内
に
納
め
ま

し
ょ
う
。

国
民
健
康
保
険
税
を
は
じ
め
と

す
る
町
税
の
納
付
に
つ
い
て
は
、

便
利
な
口
座
振
替
制
度
を
ご
利
用

く
だ
さ
い
。
郵
便
局
で
も
ご
利
用

い
た
だ
け
ま
す
。
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国
民
健
康
保
険
税
の
平
成
18
年

度
の
税
率
は
、
表
①
の
通
り
改
正

さ
れ
ま
し
た
。
医
療
費
が
グ
ラ
フ

①
に
示
す
通
り
毎
年
伸
び
続
け
て

い
る
こ
と
か
ら(

対
前
年
度
比
３
・

７
％
増
）、
税
と
し
て
確
保
す
べ
き

金
額
は
前
年
と
比
較
し
て
大
幅
な

上
昇
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
し
た
が
、

支
出
の
抑
制
と
基
金
（
貯
金
）
を

取
り
崩
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
一
人

当
た
り
の
負
担
額
は
前
年
と
比
較

し
て
約
２
％
の
上
昇
率
に
抑
え
ら

れ
て
い
ま
す
。

保
険
税
は
、
医
療
給
付
費
分
と

介
護
納
付
金
分
の
合
計
額
で
、
医

療
給
付
費
分
は
す
べ
て
の
被
保
険

者
が
、
介
護
納
付
金
分
は
40
歳
以

上
65
歳
未
満
の
被
保
険
者
が
対
象

に
な
り
ま
す
。

医
療
給
付
費
分
の
税
率
は
、
必

要
な
医
療
費
の
額
な
ど
を
基
に
、

介
護
納
付
金
分
の
税
率
は
、
社
会

保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
へ
の
拠

出
予
定
額
を
基
に
毎
年
見
直
し
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。

医
療
給
付
費
分
に
つ
い
て
は
、

資
産
割
廃
止
に
向
け
て
、
今
年
度

は
資
産
割
を
10
％
（
前
年
度
比

５
％
減
）
に
下
げ
、
所
得
割
は
資

産
割
の
減
、
所
得
の
伸
び
を
見
込

み
、
８
・
３
％
（
同
０
・
４
％
増
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。
均
等
割
と
平

等
割
は
、
課
税
見
込
総
額
に
占
め

る
割
合
が
見
直
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ

２
万
９
５
２
０
円
（
同
８
４
０
円

増
）、
２
万
３
２
８
０
円
（
同
４
８

０
円
増
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

介
護
納
付
金
分
の
税
率
は
、
介

護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
が
年
々
増

加
し
て
い
る
こ
と
や
今
年
新
た
に

地
域
支
援
事
業
支
援
納
付
金
制
度

が
創
設
さ
れ
た
こ
と
か
ら
税
率
の

見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。
医
療
給

付
費
分
の
考
え
方
を
踏
襲
し
、
資

産
割
を
３
・
５
％
（
同
１
・
５
％

減
）
に
下
げ
、
所
得
割
は
２
・

４
％
（
同
０
・
78
％
増
）
と
な
っ

て
い
ま
す
。
均
等
割
は
９
千
８
４

０
円
（
同
２
千
２
８
０
円
増
）、
平

等
割
は
５
千
４
０
０
円
（
同
１
千

０
８
０
円
増
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

限
度
額
に
つ
い
て
は
、
制
度
改
正

に
よ
り
８
万
円
か
ら
９
万
円
に
改

正
さ
れ
ま
し
た
。

保
険
税
の
納
期
は
、
前
年
度
と

同
じ
く
７
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で

の
計
９
回
と
な
っ
て
い
ま
す
。
納

期
限
は
毎
月
末
（
12
月
は
25
日
）

で
、
そ
の
日
が
金
融
機
関
の
休
日

に
当
た
る
場
合
は
翌
営
業
日
と
な

り
ま
す
。

次
の
要
件
の
該
当
者
に
は
、
申

請
書
を
送
付
し
ま
す
の
で
期
限
内

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
こ
の
申

請
が
認
め
ら
れ
る
と
国
民
健
康
保

険
税
の
一
部
が
軽
減
（
減
額
）
さ

れ
ま
す
。

▼
所
得
要
件

平
成
17
年
中
の
総

所
得
金
額
が
次
の
式
で
求
め
た
金

額
以
下
の
世
帯

33
万
円
＋（
35
万
円
×
被
保
険
者
数
）

た
だ
し
、
平
成
17
年
に
風
水
害

な
ど
の
災
害
に
遭
わ
れ
た
り
、
事

業
の
休
止
、
廃
止
が
あ
っ
た
な
ど

の
事
情
で
所
得
の
低
下
を
招
い
た

が
、
平
成
18
年
に
は
所
得
の
状
況

が
改
善
さ
れ
た
方
な
ど
は
、
こ
の

制
度
を
受
け
ら
れ
な
い
場
合
が
あ
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高齢者および心身障害者の方が、住みなれ
た住宅で安心して生活できるよう既存の住宅
の改造に要する費用を助成します。
※必ず工事実施前

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

に申請が必要です。早めに
ご相談ください！
s対象者 播磨町に住所があり町税を滞納せ
ず、次のいずれかに該当する方（所得制限が
あります）
一般型 60歳以上の方がおられる世帯
特別型 ①介護保険の要介護・要支援の認

定を受けている方がおられる世
帯
②身体障害者手帳・療育手帳の交
付を受けた方がおられる世帯
（条件があります）

s助成要件
一般型 3カ所以上の改造を行い、指定す

る必須工事を行うこと（助成金は
最高33万3千円まで）

特別型 一般型に規定するような制約はあ
りませんが、住まいの改良相談員
などによる承認が必要です。

※特別型について、介護保険制度の「住宅改
修費の支給」と併せて実施する場合は、最初
の改造のみに適用されますので、ご注意くだ
さい。
s助成対象箇所と限度額　1住宅1回限りです。
※限度額の合計は100万円までです。
他の制度が優先する場合、合計で100万円ま
でとなります。

s問い合わせ 福祉グループ　
10 7 9 ( 4 3 5 ) 2 3 6 1

s補助率



　このたび、税の制度が改正され、皆さんの収入に応じてかかる住民税の計算方法が変わ 
りました。特に65歳以上の方については、影響が大きい改正となっています。 

問い合わせs税務グループ　住民税チーム　1 0 7 9 ( 4 3 5 ) 0 3 5 8

　上記のとおり、65歳以上の方に対して負担が増え、影響の大きい改正となっています。  
　ただし、確定申告あるいは住民税の申告をされていない方で、申告をすることによって所得から差し引ける控除
額（社会保険料控除・扶養控除等）が増える方は、住民税が軽減される可能性がありますので、該当される方は申
告を行ってください。 

① 定率減税の改正 （すべての所得割課税者対象） 

住民税 
（所得割） 

平成17年度以前 平成18年度 

7.5% 
（上限2万円） 

15% 
（上限4万円） 

　平成11年度から家計の税負担を軽
減する目的で実施されてきた定率減
税が縮小され、個人住民税では下表
のように控除割合が引き下げられます。 

（すべての均等割課税者対象） 

　兵庫県では、「緑」の保全・再生を社会全体で支える仕組みとして、「県民緑税」
（県民税均等割の超過課税として年額800円上乗せ）を平成18年度から導入し、
災害に強い森づくりや防災・環境改善のための都市の緑化を進めます。 
【県民税均等割額】平成17年度まで…1,000円 → 平成18年度から…1,800円 

② 県民緑税の導入 

⑤ 老年者控除の廃止 

　これまで、65歳以上で合計所得金額が1,000万円以下の方に適用されていた老年者控除（住民税控除額：48
万円）が廃止されます。 

（65歳以上の方が対象） 

⑥ 65歳以上の方に対しての非課税措置の廃止 

　65歳以上で、前年の合計所得金額が125万円以下の場
合は住民税がかかりませんでしたが、18年度からは非
課税措置が廃止されます。ただし、平成17年１月１日現
在65歳に達している方（昭和15年１月2日以前生まれの方）
で前年の合計所得が125万円以下の方については、右表
の通り経過措置があります。 ※平成18年度からは、上記の均等割に県民緑税800円が加

算されます。（県民緑税は減額の対象にはなりません） 

（65歳以上の方が対象） 

非課税 

18年度 
均等割 
　 1,300円 
所得割 
3分の1を課税 

均等割 
　 2,600円 
所得割 
3分の2を課税 

全額課税 

20年度以降 17年度まで 19年度 

260万円以下 
260万円超460万円 
460万円超820万円 
820万円超 

(Ａ)－140万円 
(Ａ)×75％－75万円 
(Ａ)×85％－121万円 
(Ａ)×95％－203万円 

330万円以下 
330万円超410万 
410万円超770万円 
770万円超 

(Ａ)－120万円 
(Ａ)×75％－37.5万円 
(Ａ)×85％－78.5万円 
(Ａ)×95％－155.5万円 

年金等収入金額(Ａ) 公的年金所得額 
（公的年金等収入額－公的年金等控除額） 年金等収入金額(Ａ)

改 正 前  平成18年度から（改正後） 
公的年金所得額 

（公的年金等収入額－公的年金等控除額） 

④ 公的年金等控除額の改正 

＜65歳以上の人の公的年金等に係る雑所得額の計算方法＞ 

　65歳以上の方について、公的年金収入から所得を算出する際の計算式が以下のように改正されます。（65
歳未満の方についての計算方法は変更ありません）このことにより、以下のように公的年金等控除額が減額さ
れるため、前年と同じ公的年金等収入額であっても、平成18年度の雑所得金額は増加することになります。 

（65歳以上の方が対象） 

（均等割課税対象者の妻） 

　均等割が課税されている夫と生計を一
にする妻（夫と同じ市区町村に住所を有
する妻）で住民税均等割非課税基準を超
える所得がある方の均等割については、
平成17年度は非課税措置廃止の経過措
置として2分の１課税でしたが、18年度
からは全額課税となります。 

③ 妻の均等割非課税措置の廃止 

町民税 
県民税 
合　計 

 平成17年度まで 
（改正前） 
1,500円 
500円 
2,000円 

3,000円 
1,000円 
4,000円 

 平成18年度から 
（改正後） 

※平成18年度からは、上記の均等割に県民緑税 
　800円が加算されます。 

 

ケース①　６５歳以上で前年の合計所得金額が１２５万円以下の方の場合　本人68歳（年金収入240万）、妻68歳（年金収入90万円） 

①公的年金収入 
②公的年金控除 
③雑所得（①－②） 
④社会保険料控除 
⑤配偶者控除 
⑥老年者控除 
⑦基礎控除 
⑧所得控除合計（④～⑦） 
⑨課税標準額（③－⑧） 

税　額 

※単位は円 
2,400,000 
1,400,000 
1,000,000 
150,000 
330,000 
480,000 
330,000 
1,290,000 

0 
0

平成17年度 平成18年度 
2,400,000 
1,200,000 
1,200,000 
150,000 
330,000 

0 
330,000 
810,000 
390,000 
8,100

モデルケースを紹介しますので、参考にしてください。 
※下記のモデルケースはあくまでも参考です。 

　昭和15年1月2日以前に生まれた方で
合計所得が125万以下の方は18年度住
民税額が3分の2減額して課税されます。 

ケース②　65歳以上で今まで所得割が課税されていた方の場合　本人68歳（年金収入300万）、妻68歳（年金収入90万円） 

①公的年金収入 
②公的年金控除 
③雑所得（①－②） 
④社会保険料控除 
⑤配偶者控除 
⑥老年者控除 
⑦基礎控除 
⑧所得控除合計（④～⑦） 
⑨課税標準額（③－⑧） 

税　額 

※単位は円 
3,000,000 
1,400,000 
1,600,000 
150,000 
330,000 
480,000 
330,000 
1,290,000 
310,000 
17,900

平成17年度 平成18年度 
3,000,000 
1,200,000 
1,800,000 
150,000 
330,000 

0 
330,000 
810,000 
990,000 
50,500

　公的年金等控除額が減額されたことによって
収入額が同じでも所得が増加します。 
　また、老年者控除の廃止により所得から差し
引ける控除額が減り、結果として税額が増えます。 

ケース③　給与所得者や事業所得者で、所得割が課税されている方の場合　本人45歳（給与収入550万）、妻（専業主婦）、子ども2人（17歳、12歳） 

①給与収入 
②給与所得 
③社会保険料控除 
④生命保険料控除 
⑤損害保険料控除 

※単位は円 
5,500,000 
3,860,000 
500,000 
35,000 
10,000

平成17年度 平成18年度 
5,500,000 
3,860,000 
500,000 
35,000 
10,000

⑥配偶者控除 
⑦扶養控除 
⑧基礎控除 
⑨所得控除合計（③～⑧） 
⑩課税標準額（②－⑨） 

税　額 

330,000 
780,000 
330,000 
1,985,000 
1,875,000 
84,400

平成17年度 平成18年度 
330,000 
780,000 
330,000 
1,985,000 
1,875,000 
91,400

定率減税が改
正され、県民緑
税が課税され
ます。 
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